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令和５年６月９日 

健康福祉部児童家庭課 

電話０４３－２２３－２３４５ 

 

令和４年度児童相談所における第三者評価の実施結果について 

 

 

 

 

 

 

 
１ 児童相談所の第三者評価について 
  第三者評価を行うプロセス及び評価結果を踏まえ、「機能しているところ」や「改
善すべきところ」を確認し、児童相談所の質の確保・向上を図ることを目的とする
とともに、今後の千葉県における児童虐待防止対策推進のための参考とします。 

  なお、児童相談所の第三者評価は、利用者への情報提供を目的として実施する 
ものではありません。 

 
２ 評価の実施方法 
（１）評価業務委託先 

ア 市川児童相談所及び銚子児童相談所（相談部門及び一時保護部門） 
  一般社団法人 Riccolab.（リッコラボ） 

（福祉サービス第三者評価機関 所在地：東京都渋谷区） 
  イ 柏児童相談所及び君津児童相談所（相談部門） 

合同会社フェアリンク 
（福祉サービス第三者評価機関 所在地：東京都世田谷区） 

※ 令和３年度は、柏児童相談所及び君津児童相談所に係る第三者評価について、 
委託事業者を公募型プロポーザル方式により募集しましたが、応募する事業者
がなかったため、一時保護部門のみ実施しました。そのため、令和４年度は前
年度実施できなかった両児童相談所の相談部門について、第三者評価を実施し
ました。 

 
（２）評価実施日程等 

ア 市川児童相談所（相談部門及び一時保護部門）  
  （ア）職員・児童等への調査 令和４年１０月２８日～令和４年１１月２２日 

（イ）訪問調査       令和４年１２月５日、１２月２８日 
イ 銚子児童相談所（相談部門及び一時保護部門）  

  （ア）職員・児童等への調査 令和４年１０月２８日～令和４年１１月２２日 
（イ）訪問調査       令和４年１２月１２日、１２月１５日 

 ウ 柏児童相談所（相談部門） 
（ア）職員・児童等への調査 令和４年１０月２８日～令和４年１２月１３日 
（イ）訪問調査       令和４年１２月２２日 
エ 君津児童相談所（相談部門） 
（ア）職員・児童等への調査 令和４年１０月１７日～令和４年１１月３０日 
（イ）訪問調査       令和４年１２月１５日 

 

報道資料 

Chiba Prefectural Government 

千 葉 県 

 令和元年に改正された児童福祉法において、「都道府県知事は、児童相談所が  

行う業務の質の評価を行う等により、当該業務の質の向上に努めなければ    

ならない」と規定されているところです。 

 これに基づき、令和４年度は、①市川児童相談所、②銚子児童相談所、③柏児童

相談所(相談部門)、④君津児童相談所(相談部門)において第三者評価を実施し、 

この度その結果がまとまりましたのでお知らせします。 
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（３）評価方法 
  ①児童相談所職員による自己評価とその集計結果の報告 

②措置児童に対する調査（聞き取り又は書面によるアンケート調査）の実施と 
その集計結果の報告 

③関係機関に対する調査（書面またはインターネットによるアンケート調査）の 
実施とその集計結果の報告 

④定例の援助方針会議へのオブザーバー参加 
⑤訪問調査（管理・指導職層の職員に対するヒアリング及び取り組みの根拠と 
なる資料・記録類の確認）の実施 

⑥受審施設に対する評価結果のフィードバック 
 
３ 第三者評価の結果等 
  
 〇市川児童相談所（相談部門） 

これまで行ってきた取組に対して評価を受けた主な項目 
〇 課内研修の計画的な推進 
・ 一時保護所も含めて、職員数が少ない状況のまま事業を進めざるを得な 
い中で、課内研修を開始して職員の専門性向上に努めている。 

・ 研修内容についても、法律や医学など、児童相談所職員として必要とさ 
れる児童福祉領域の周縁部分にまで行き届く設定となっている。 

今後改善の取組が必要と考えられる主な項目 
 〇 児童相談所を必要とするニーズにこたえるための人材の確保 

・ 現在勤務している職員の約７割が勤務経験５年未満という状況の中、児 
童相談所を必要とするニーズが年々増加傾向となっている。 

・ そのため、多種多様な相談への対応が適宜、適切に行われていないとの 
職員の自己認識も高まっており、対応できる人材の確保が課題となってい 
ることから、各種施策が着実に育成につながっているかを把握しつつ、継 
続的に助言・指導していくことが望まれる。 

評価結果に対する被評価機関（市川児童相談所）の所感 
  総評で、職員一人ひとりの能力向上に努めている点を評価されたことは職員
の今後の励みに繋がると思われる。 
他方、人材の確保、育成が大きな課題であると再認識した。特に職員の専門

性を着実に育成するためにもスーパーバイズを受ける仕組み作りは急務であ
り、当所のみではなく、県全体で取り組む必要性を感じた。 

 
〇市川児童相談所（一時保護部門） 
これまで行ってきた取組に対して評価を受けた主な項目 
 〇 職員間でのコミュニケーション等による連携の強化 

・ 一時保護所の機能の特性から、子どもの人数が日々変動する状況の中、 
職員同士が役職や担当等の立場を超えて率直に意見交換し合える職場風 
土のもと、子どもに関する情報についてコミュニケーションを丁寧に図っ 
ている。 

・ 子どもの個別情報を迅速に共有しつつ、職場全体で子ども一人ひとりに 
適した養育・支援となるよう努めている。 

今後改善の取組が必要と考えられる主な項目 
 〇 居心地がよくプライバシーが確保できる環境作り 

・ 定員を２８名に設定して運営している一方、実際にはその２倍ほどの子 
どもを受け入れる場合も多い状況が続き、子ども一人ひとりにとって居心 
地が良い生活環境を提供できているとは言えない現状がうかがえる。 

・ 定員超過の解消が急がれるとともに、空間や日課の工夫を行い、子ども 
のプライバシーが確保できる環境作りに取り組んでいくことが期待され 
る。 
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評価結果に対する被評価機関（市川児童相談所）の所感 
総評で、職員間でのコミュニケーションを丁寧に図りながら、子ども一人ひ

とりへの対応が円滑に進むよう努めている、との評価を得たことは職員の意欲
や意識の向上におおいに役立つと思われる。職員同士が役職や立場を超えて意
見交換し合える環境づくりを目指して取り組んできたことが認められた感が
あり、今後も継続して取り組んでいきたい。 
一方、定員超過により、個室や十分な個別対応が困難な点があげられている

ことに対して対応することが急務であることを痛感している。より効果的な方
法や職員のスキルアップ等に積極的に取り組んでいきたい。 

 
〇銚子児童相談所（相談部門） 
これまで行ってきた取組に対して評価を受けた主な項目 
〇 子どもの最善の利益を考慮した職場風土の醸成 
・ 日頃、ワンフロアの職員室で勤務する環境の下、会議で検討する場面以 
外にも、適宜、カンファレンスを開催し、子どもの最善の利益に適した判 
断が組織的に行われるように努めている。 

今後改善の取組が必要と考えられる主な項目 
 〇 家庭復帰や里親に対する取り組みの充実に向けた組織体制の整備 

・ 社会的養護を必要とする子どもの施設、里親の受け入れ先が不足してお 
り、一時保護所の長期入所が慢性化している。 

・ 専任で家庭調整をする家庭復帰支援員等の配置や、里親対応専門員等の 
増員により、家庭養護の受け皿の増加を推進することが望まれる。 

評価結果に対する被評価機関（銚子児童相談所）の所感 
  総評で、職員のモチベーションの高さや誠意を持って対応している姿勢や、
組織全体で子どもの最善の利益を考慮した判断ができている点を評価してい
ただいたことは、職員の意欲や意識の向上につながる。 
子どもたちの家庭復帰や里親に対する取り組みの充実のための専任の職員

の配置など、組織体制の整備については、当所だけでなく、県全体で実現を目
指していく必要があると感じている。 

 
〇銚子児童相談所（一時保護部門） 
これまで行ってきた取組に対して評価を受けた主な項目 
〇 子どもの学習意欲を高める取り組みの実施 
・ 入所後に学力テストを実施し、学力や得意、不得意を把握したうえで、 
一人ひとりの子どもに応じた学習支援を通じて学習権を保障している。 

・ 教員資格のある学習指導員が配置され、既存のテキストの他、自作の漢 
字練習プリントや算数ゲームワークシートの使用、英語学習や理科の実験 
も行うなどして学習意欲を高める工夫もしている。 

今後改善の取組が必要と考えられる主な項目 
 〇 子どもにとって最適な生活環境を提供するための工夫 

・ 空間をカーテンで仕切る等により、子どものプライバシーを確保するよ 
う努めているが、プライバシーを保護するための十分な生活環境を用意で 
きない状況は改善が望まれる。 

・ 令和９年度には新築移転により個室が整備される予定となっているが、 
 れまでの期間について子どもにとって最適な生活環境を提供するための 
工夫を進めることが期待される。 

評価結果に対する被評価機関（銚子児童相談所）の所感 
  総評で、組織全体で職員間の情報共有を密に行っており、「子ども一人ひと
りを職員全体で養育・支援する体制を整えている」と評価をいただいた。併せ
て、学習においても一人一人の子どもに応じて学習意欲を高めるようカリキュ
ラムを工夫する取り組みについて評価をいただき、職員にとって大きな励みと
なった。 
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令和９年度に移転予定だが、子どもたちのプライバシー改善の問題につい
て、現状の建物の構造上課題があるが、引き続きより良い生活環境となるよう
改善を図っていきたい。 

 
〇柏児童相談所（相談部門） 
これまで行ってきた取組に対して評価を受けた主な項目 
〇 実践的な研修の計画的な実施及びケース検討を通じた職員同士の視点を 
深める取り組みの実施 
・ 県の研修に加えて所内の研修に力を入れており、リーダー層の職員が中 
心となって、それぞれの業務に即した実践的な研修を計画的に実施してい 
る。 

・ 困難ケースを中心にグループスーパービジョン（※）の機会を設け、職 
種を超えて意見を出し合う中で、職員同士の視点を深める取り組みを行っ 
ている。 
（※）「グループスーパービジョン」 
   …支援をする中で、問題について担当者以外の職員も含めて意見を 

出し合い、解決策や対応方法を検討していくこと 
今後改善の取組が必要と考えられる主な項目 
 〇 職員の業務負担の軽減等の検討 

・ 児童福祉司一人当たりの担当ケース数は目に見えて減少しているもの 
の、当児童相談所が目指す水準にはまだ開きがあり、引き続き適正化を図 
っていくことが望まれる。 

・ 今後、職場環境の改善や職員のストレスマネジメントをより一層進める 
とともに、職員の業務負担の軽減に向けた取り組みについて、県の他の児 
童相談所とともに検討を進めていくことが期待される。 

評価結果に対する被評価機関（柏児童相談所）の所感 
  令和３年度に受けた一時保護所部門の評価と相まって今回も貴重な助言を
得ることができた。人口や児童数がさらに増えつつある地域にあって、当相談
所は経験年数のまだ浅い若手職員が多くを占めており人材育成が喫緊の課題
である。こうした中で多様な所内研修やグループスーパービジョンの機会設
定、そして膨大な数の児童相談に対応する当相談所のケース管理方法が一定の
評価を受けたことは非常な励みである。 
一方で職員の負担軽減に向けさらなる業務効率化が求められることなどの

改善意見があった。日々の相談に追われがちな職員に改めて答申の提言を周知
しながら、令和８年度から予定される新児相への移行に備えたい。 

 
〇君津児童相談所（相談部門） 
これまで行ってきた取組に対して評価を受けた主な項目 
〇 子どもの意見表明権の保障に向けた取り組みの実施 
・ アドバイザーとして登録された外部の弁護士が援助方針会議等に同席 
し、その際、一時保護所で生活する高齢児に対する個別面談を実施し、心 
配事や様々な意見を聞き取ってもらうなど、子どもにとって直接利害関係 
のない職員以外の大人による意見表明権（アドボカシー）の保障に向けた 
積極的な取り組みを行っている。 

今後改善の取組が必要と考えられる主な項目 
 〇 職員の離職を防止するための業務負担の軽減等の検討 

・ 県全体で専門職の人材流出が問題となっており、他の児童相談所ではキ 
ャリアを積んだ児童心理司が県外に流出する事例が見られている。 

・ 離職原因の原因となりやすい業務負担の軽減をさらに進めるため、AIを 
用いたアセスメントシートの分析及び意思決定の支援の取り組みについ 
ての検討を県の他の児童相談所とともに進めていくことが期待される。 
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評価結果に対する被評価機関（君津児童相談所）の所感 
  君津児童相談所では、「子どもの命と笑顔を守る、職員の笑顔を守る」をミッ
ションとして、子どもの最善の利益を念頭にチームワークを重視して取り組ん
できた。子どもの意見形成支援と意見表明の機会確保を重視し、外部弁護士等
を積極的に活用したことや、適切な権限行使のもとで可能な限り早い家庭復帰
への組織的な取り組みを行ってきたことを評価頂いたことは、職員の意欲向上
に繋がったところである。 
人材育成と流出防止は児童福祉業界共通の喫緊の課題となっている。所とし

ても職員の職種、経験年数によって期待する役割を明確にし、サブリーダーの
設置によって OJTの充実を図ってきたが、今後はさらに個別のキャリアプラン
をもとに職員一人一人が業務に誇りを持ってスキルアップを目指せる環境と
仕組みづくりを県とともに考えていきたい。 

 
４ 今後の県としての取組について 
 〇 児童相談所の環境整備 
   松戸市及び印西市内での児童相談所の新設や、老朽化した各施設の建替を行う

等、一時保護所を含めた児童相談所の環境整備を計画的に進めていきます。 
〇 児童相談所の体制強化 

   国が定めている児童福祉司等の配置基準に基づき、児童相談所職員の確保に向
けた広報業務の強化や、個々の職員のキャリアプランを考慮した効果的な研修等
により、計画的に人材育成を進め、児童相談所の体制強化を図っていきます。 

 〇 家庭養護の推進 
   里親養育包括支援機関への委託や、里親に対する研修、里親推進員による支援

を行う体制を構築する等、家庭養護の推進を図っていきます。 
〇 ＩＣＴ化の推進 

   令和４年２月から稼働を開始した児童相談所業務支援システムの更なる活用
や、ＡＩを用いた過去の類似事例の高度検索機能の追加など、業務のＩＣＴ化を
促進し、職員の業務効率化、業務負担の軽減を図っていきます。 

 
 


